
大崎市は陸羽東線を
応援しています



人口:123,776人　(令和6年1月1日現在)

面積:796.81㎢

・　平成18年に1市6町が合併

・　広大で肥沃な平野「大崎耕土」が広がり、２つの
ラムサール条約湿地を有する

・　平成29年にFAOから世界農業遺産に認定
・　令和4年に内閣府からSDGs未来都市に選定

仙台市

蕪栗沼・周辺水田
（H17登録）

化女沼
（H20登録）

大崎市の概要
2つのラムサール

条約湿地

鳴子温泉郷
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少子化へのアプローチ

【課題①】
 ●本市の地方版総合戦略である「宝の都（くに）・おおさき市地方創生総合戦略」
  (平成28年２月策定)において，基本目標の指標として「未婚率を下げる」を掲げ，
  各種施策を実施するも男女ともに現状値から横ばいの結果

男性の年齢別未婚率 女性の年齢別未婚率
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出生・死亡率の推移

合計特殊出生率の推移

【課題②】
 ●出生率は宮城県をはじめとする全国で減少しており，本市においても減少し，少
  子化への歯止めをかけることができていない
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【少子化に対する現状】

 ●少子化対策について専門の部署がない
 ●政策担当や子育て支援担当が間接的に検討する体制となっているため，全庁横断
  的な検討体制がない
 ●データ分析による要因分析ができていない

【少子化に対する対応】

 ●全庁横断的な検討体制の構築
 ●デジタル技術を活用して業務の効率化と市民の利便性の向上を図る
 ●民間のノウハウを活用したデジタル化の実現

 第２期宝の都（くに）・おおさき市地方創生総合戦略(令和４年３月策定)において
 今後の取組について以下のように示している
 ・子育てのそれぞれの時代に応じたニーズを適切に捉えたサービス提供によって，
  市民の希望をかなえる地域社会づくりの推進
 ・市公式ウェブサイト・広報おおさき・市公式ＳＮＳ，子育て支援アプリ等を活
  用し，子育てに役立つ情報の発信
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検討結果
報告

会議招集
検討指示

調整指示・意
見

 ＤＸ-ＷＧ
 戦略会議メンバーの

 所属から推薦

 ・DX推進計画見直し
 ・人材育成

 システムＷＧ
 構成員は戦略会議で決定

 ・情報システムの標準化，共通化

 ・テレワークの実践
 ・セキュリティ対策の徹底

 デジタルＷＧ
 構成員は戦略会議で決定

 ・マイナンバーカードの普及促進  ・デジタルデバイド対策

 ・行政手続きのオンライン化      ・地域社会のデジタル化 
 ・業務効率化ツールの利用促進

大崎市DX推進体制

大崎市ＤＸ推進体制

大崎市ＤＸ推進本部会議 本部長：市長

CISO：副市長情報セキュリティ委員会指示 報告

大崎市ＤＸ戦略会議 リーダー：
デジタル戦略課長

ＤＸ-ＷＧ システム 
ＷＧ

デジタル 
ＷＧ

事務局（デジタル戦略課）
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◎ＴＯＰＰＡＮ様と実施した業務負荷調査

7



◎業務負荷調査から見えてきた課題

◎子ども保育担当の時間外勤務の恒常化データ

区分 一人当たりの時間外勤務時
間数（年間）

対象職員数

全体平均 １２３時間 ６９１人

子ども保育担当 ２４９時間 ５人

区分 一人当たりの時間外勤務時
間数（年間）

対象職員数

全体平均 １３３時間 ７０４人

子ども保育担当 ２３０時間 ５人

令和元年度

令和４年度

全体平均と比
較して２倍の
負担

全体平均と比
較して１.７倍
の負担

●申請受付窓口業務の負担が大きい

【保育入所】教育・保育給付認定業務

 ▶申し込み時に入所手続きも含め，審査をするため，非常に複雑な業務となっている。

 ▶オンライン化にあたっては，教育保育が国の制度の手続きに含まれているため，率先
  して取り組みたい
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デジタル技術を活用した少子化対策の取組内容

【取組のコンセプト】

 1.職員でなければできない業務へ注力する時間の創出
 2.電子申請対応による市民・事業者の利便性の向上
 3.電子申請の導入による業務量増大に対応した業務効率化の型の構築
 4.業務適正化（業務の属人化防止，作業マニュアルの不足への対応）

【実施事業】

  保育入所手続きに係るオンライン申請の導入

【実施内容】

 ●デジタル化に向けた業務の見直し(BPR)の実施
 ●アウトソーシングが可能な業務の洗い出し
 ●保護者のニーズ調査
 ●オンライン申請の試行
 ●試行に伴う振り返り
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デジタル技術を活用した少子化対策の取組内容

最終アウトカム 対応策課題②課題①中間アウトカム 初期アウトカム

地域の少子化の抑
制

若者世代の転入の
増加

情報発信手段の充
実

必要な人に必要な
情報を発信

男女の婚姻率の向
上

住環境整備の充実

発信手法の見直し

地元企業と連携し，
若者の雇用増

出会いの機会の増
加

婚活サポートセン
ターの充実

移住・定住支援

農村部にも公共施設
や教育施設等の整備

正規雇用の求人が
少ない

仕事と家庭（子育
て）の両立が困難

好条件の場所がな
い，利便性が悪い

結婚への意欲・機
会の減少

晩婚化・未婚化の
増加

自らが情報収集し
なければならない

集約された公式
SNSがない

必要な情報が入手
しにくい

窓口申請する手続き
が多い・時間が長い

LINEを活用したデジ
タル市役所の整備

プッシュ型の情報
発信

クラウドサービス
の拡大

窓口申請のオンラ
イン化を推進

夜間及び日曜窓口の
手続き・時間の拡大

郵送による申請数
の拡大

相談窓口のオンラ
イン化

相談予約のオンラ
イン化

来庁する時間がな
い

相談に来庁が必要
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【主観的指標の分析】
  仮説：子育て世代はオンライン申請を必要としている

調査・検討のねらい（検証する仮説）

晩婚化や未婚化が進むとともに，非正規雇用労働者の増加や
出生率が減少している中で，特に子育て世帯に対する各種手
続きの相談や環境整備に不足を感じる点が多く，政策的に介
入する余地があるのではないか。

調査対象 子育て中の親

調査手法
人数規模

・来庁者に対し，オンラインによるアンケート調査
 を依頼
・回答を定性的に分析して，負担になっている要素
 を把握
・30人程度

仕様する
ツール

・オンライン
・15分程度

連携が必要
な部局／機
関

・子育て支援課

参考になる
類似調査

・「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」
 （大崎市，H31年）

実施時期
・日程

・10月上旬 アンケート調査表の設計，関係部局に
 協力依頼
・10月下旬 アンケート調査の実施
・11月上旬 結果集計

調査対象へ
のアプロー
チ方法

要件を満たす親にアンケート調査を依頼する

備考
アンケート用紙 22部配付 回答2件

深掘り調査によって分かったこと（概要）

①アンケートに回答頂いた方々は30代の複数の子育て世帯

②子育てに関する情報収集については，市の広報誌よりは，
 ウェブサイト，SNSを活用した方法で取得している

③仕事の都合から，子育て関係の各種手続きの窓口時間に
 ついて，延長を求める意見があった

④育児相談について，本市では土・日曜日にも相談窓口を
 実施しているが，SNS等を活用した相談体制を求める意 
 見があった

⑤子育て関係の行政手続きについて，オンライン（マイナ
 ポータルや各種SNS等）による手続きを希望する意見が
 あった。

⑥アンケートが夜間に行われているものがあった。
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【参考情報】
  市民意識調査(令和5年度実施)から得られたデジタル情報

  調査対象者：住民基本台帳から無作為に抽出した5,000人（15歳以上）
  回 答 数：1,817件（男性 777人，女性 924人，無回答116人）
  
                                       ＜市民意識調査抜粋＞
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【問１８】 デジタル技術によって，特に，便利になってほしいことは何ですか。
  ※上記の問いの結果について，属性分析した結果は以下のとおり
 ＜属性分析＞
  行政手続（オンライン申請など）を選択した市民（８５８人）のうち

    【年齢層】

区分 回答人数 割合 調査人数

１０代 １７人 ３０．４％ ５６人

２０代 ６６人 ７１．０％ ９３人

３０代 １０９人 ６４．１％ １７０人

４０代 １８０人 ６６．２％ ２７２人

５０代 １４６人 ５７．３％ ２５５人

６０代 １８８人 ４３．６％ ４３１人

７０代 １２８人 ２８．３％ ４５２人

無回答 ２４人 ２７．３％ ８８人

合 計 ８５８人 － １，８１７人

        ※複数選択をしているため，年代別の調査人数から割合を算出しています
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    【職 業】

 分析結果から見えてきたこと
  ・２０代～５０代の現役世代
  ・会社員，公務員，パート・アルバイトなど日中に来庁できない市民
   がオンライン申請を望んでいる

区分 回答人数 割合 調査人数

農林業 ４０人 ３９．６％ １０１人

自営業 ４８人 ４８．５％ ９９人

会社員 ３３９人 ６３．７％ ５３２人

公務員 ５２人 ７２．２％ ７２人

学生 ２５人 ４０．３％ ６２人

主婦 ９９人 ３４．１％ ２９０人

パート，アルバイト １１７人 ５０．４％ ２３２人

無職 １０１人 ３０．７％ ３２９人

その他 １５人 ３７．５％ ４０人

無回答 ２２人 ３６．７％ ６０人

合 計 ８５８人 － １，８１７人

        ※複数選択をしているため，職業別の調査人数から割合を算出しています
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目的
　　重点課題の一つとして、子育て層の定着がある中、子育て部門の業務負担が大きい。
　　子育て層向けの企画・相談の時間創出の為の子育ての部署の業務負担削減、
　　さらには行政手続きにおける市民利便性の向上が必要である。

　　以下２点の課題を解決すべく、効果を検証する
　　　　①行政事務委託による職員の開放時間算出
　　　　②電子化による市民・事業者利便性向上

業務フロー

❶ぴったりサービス導入支援

・窓口対応の課題が顕著で、ぴったりサービスで

完結できない市民がいる　

・入力（記入）事項が多く誤りを誘発する制度で

あり、電子でも不備が懸念される申請である

❷紙申請と電子申請のハイブリッド運用

・現在の電子申請では紙申請の運用に合わせる

ことになってしまい、開設と同時に職員負担が

高くなるため、紙申請を電子申請に合わせるこ

とが必要である

実証実験における課題

　保育入所手続きに係るオンライン申請の試行結果
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検証項目 検証方法 評価・課題

①行政事務委託に
よる職員の開放時間
算出

②電子化による市
民・事業者利便性
向上

市民利便性 職員負担軽減

検証方法

実証にて実績計測し、シ
ミュレーションとの比較を
検証する
図は青色が職員が解放
される時間（見込み）

【課題】
・制度の性格上、窓口の負担が大きく、オンライン申
請が職員負担軽減につながることになるが、オンライン
申請（ぴったりサービス）利用率向上施策が必要

【評価】
・オンライン申請テキストを活用した基幹システムへの
取込など職員負担軽減につながる成果は見込める
が、職員負担の高い窓口業務の改善に課題が残る

実証範囲

周知

認知

電子申請

認知なし

紙申請

・電子申請の周知方法（窓口）
・紙申請にされた事由調査
・電子申請を実施された利用者の
 利便性調査

【課題】
・窓口での申請率が非常に高く、オンライン申請の利
用に適さない面がある。ステップを踏んでデジタル窓
口支援のアプローチも検討が必要
※ヒアリングしながら画面に登録する仕組みで市民の
記入負担軽減および職員のサポートの役目を果たせ
るもの

【評価】
・紙申請とオンライン申請の複走で職員負担が大き
くなる工程をICTの活用フローにより効率化を実現。
入力工程が削減はされ、点検業務については役割を
明確にする必要がある。また、オンライン申請上の管
理を整理する必要がある。

・オンライン申請が極端に少なく、効
果試算まで至っていない（実証中）
が、ICTによるワークフローの実現
性と実装による定性評価
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・事前の周知方法に課題
・１月末時点データの紙申請のスキャン(AI-OCR)，
 データ化，取込み（RPA)において，取込用データ
 作成に不具合があったが，スキャン，取込みは成
 功

試行期間 １月１５日から２月１４日

２月７日現在 

 オンライン申請 ０件

     紙申請 ７件
   

   アンケート ３件

オンライン申請とアンケートの結果

▶オンライン申請できることを知らなかった ３
▶オンライン申請を  利用したい ２  利用したいと思わない１
▶利用したいと思わない理由
 （各１）記入の方が楽，窓口で相談したい，オンライン申請が苦手，マイナン
     バーカードを持っていない
▶オンライン申請に期待すること
 （各２）24時間土日祝でも申請できる，オンライン上で手続が完結，申請の
     フォームをわかりやすく
 （各１）オンラインで相談も対応，オンラインと窓口の締切は同じ期日，マイ
     ナンバーカードがなくても申請できる，もれがないように確認できる，
     添付書類は事業所側から市役所へ直接提出
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まとめ

●全庁横断的な検討体制の構築

 ▶少子化対策を担当する検討体制の構築には至らなかったが，今回の取組みを
  庁内で共有し，機運醸成に繋げる。

●デジタル技術を活用して業務の効率化と市民の利便性の向上を図る

 ▶単にオンライン申請の業務を加えると業務負荷が増すことになるが，BPRの
  実施とAI-OCR，RPAを活用することで業務効率化を図ることができた。
 ▶オンライン申請を提供すること自体が市民の利便性向上に結びつく，とは言
  い切れず，市民の利便性向上に資するデジタル技術の活用について，継続し
  て検証する。

●民間のノウハウを活用したデジタル化の実現

 ▶通常業務に追われる中で，BPRの実施からオンライン申請の実装まで市単独
  で実現することは困難であり，民間企業との連携のもと引き続きデジタル化
  の実現を目指す。
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終わりに
今回の伴走支援先団体として 宮城県大崎市 を選んでいただき，

ありがとうございました。
ご支援いただきました

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局
PｗＣコンサルティング合同会社         
のみなさまに感謝申し上げます。

ご清聴ありがとうございました 23


